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13）　R o b e r t  N .  A n t h o n y  a n  d  L e s l i e  K . 
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22）　FASB, Statement of Financial Accounting 
Concepts No. 1, “Objectives of Financial 
Repor t ing  by  Bus iness  Enterpr i ses” , 
November 1978.
的に自己創設無形資産の認識促進につながる。
たしかに制度として財務報告における信頼性が
重視され，有形資産に対してと同様，無形資産
に対しても客観性と検証可能性が絶対の要件と
される限り，外部との取引のない自己創設無形
資産の価額は，過去における支出額で測定する
ことはできず，したがって自己創設無形資産の
認識が制度として認められる可能性は低いとい
わざるを得ない。しかしながら，すでに述べて
きたように，熾烈な競争に急かされて活動が加
速する知識社会では，企業価値の創出（生産）
の基礎にある知識基盤が急速に変化し，知識の
多くがいわば「死知識」となって重要性を失う
一方，新しい科学・知識分野に挑戦し，さらに
は会計分野における真実の定義・基準に挑戦す
る動きが起こっている。そういう時代の渦中に
われわれは立っているのである。
6．知識社会の経済は，すでに述たように，知
識に基づくそれも無形の富の創出をめざす経済
であり，国民経済の一分肢をなす企業は激しい
競争の中にあって，常に革新を迫られている。
この時代の企業経営の中心目標は企業価値の創
出にあり，この企業価値を決定する重要因子を
構成する資源である資産は有形資産から無形資
産へと重点を移行させている。多くの企業では
特許，知的財産，ブランドなどの無形資産を中
核に据えた経営へと重点をシフトさせ，その戦
略的な活用・蓄積を促進させる動きを盛んにお
こなっている。かくて企業会計上，これら無形
資産の評価についての関心の高まりを見ること
となる。しかし残念ながら，これまで無形資産
は企業価値の重要な決定要因であると認められ
てはいるものの，その会計的取扱（評価）は遅
れてきたといわざるを得ない。
　無形資産に関する評価が，その関心のわりに
遅れているのは，既述したように無形資産の本
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質的特性に，すなわち①同時・多重利用可能性，
②不確実性，③市場の不存在にその原因を求め
ることができるものであった。つまり，このよ
うな無形資産固有の3つの特性が，無形資産に
関する評価モデルの開発を難しくしているとい
える。すなわち有形資産を構成するモノと無形
資産を構成する知識には，基本的な違いが存在
するのである。有限な資源から成るモノ（有形
資産）は使えば減って行くが，知識（無形資産）
は無尽蔵であって，モノすなわち物的資産（金
融資産を含めて）を所有する企業は，そこか
ら得られる便益を独占的に享受できる。これに
対して，無形資産を構成する知識，たとえば顧
客情報，技術，ソフトウェア，ビジネスモデル
など多くの無形資産は多重利用・複写が可能で
あると同時に，他企業による複写利用も容易に
可能となる。また，このようなことは競合他企
業によるただ乗りを生み，無形資産に対する投
資からもたらされる便益を開発企業が独占的に
享受することが困難となって，無形資産が生み
出す便益には不確実性の高さを認めざるを得な
い。さらに無形資産の性格上，無形資産には市
場が形成されにくいため，客観的な取引価額を
決定することが容易ではない。
7．ところで，一方，現代の企業会計において
採用される利益測定法をめぐる問題の本質は，
結局のところ，企業の取引額というフローの配
分によってストックの評価額が規定される（収
益費用中心観）と考えるのか，あるいはストッ
ク評価を通じてフローの金額が規定される（資
産負債中心観）と考えるのかという2点に集約
されると理解してよいのではないだろうか。さ
らに付言すれば，企業収益と業績報告に関して
の国際的合意の方向は，後者のストックを重視
する資産負債中心観にあるといえるようであ
る23）。
　収益費用中心観の基本がいわゆる実現主義・
稼得過程アプローチにあるのに対して，資産負
債中心観ではいわゆる資産負債アプローチを用
いて収益認識に関する包括的な原則を導こうと
する会計方式である。すなわち，資本取引を除
く貸借対照表上の資産負債の1期間の評価差額
のすべてを表す包括利益の一部を，「その他の
包括利益」もしくは「評価・換算差額等」とし
て貸借対照表に区分表示し，それらが純利益あ
るいは稼得利益としての適格性を充たした期間
に改めて期間損益に算入するとともに，同額を
「その他の包括利益」等から減額する処理（リ
サイクリング）を行うものである。
8．企業資産を構成する無形資産が企業価値の
源泉であるとするならば，これは測定・評価さ
れ，オンバランス化されることによって，企業
のステークホールダーに開示されることを求め
られるのは当然であろう。測定・評価に関して
はすでに論じてきたところであるが，開示の必
要性を指摘する声は投資者などの情報利用者だ
けでなく，情報提供者である企業側からも無形
資産についての開示についてのインセンティブ
を有する。
　たとえば，M&Aなどの経営課題に直面する
企業は無形資産の開示にインセンティブをもつ
だろうし，一般投資者にとっても，無形資産が
企業価値の源泉である以上，それが適切に伝え
られてないとするなら，その企業の株価は過小
評価される可能性もある。したがって，価値創
造の源泉が有形資産から無形資産へとシフトし
つつある現在にあってはもちろん，いずれもオ
ンバランス化された無形資産情報は投資者など
23）　辻山栄子「収益認識と業績報告」（『企業会計』
2008年1月号）39―53ページ
無形資産の会計に関する一考察
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の情報利用者あるいは情報提供者である企業側
のいずれの側にとっても有用な情報であるとい
えよう。しかしながら，開示の手法については
さまざまな形態があって，いくつかの選択肢が
考えられる。
　企業価値の創出をめざす企業にとっては，無
形資産の蓄積や活用が戦略的に行われているこ
とを投資者その他ステークホールダーにきちん
と伝え理解を得ることも大切である。しかも，
かつては将来便益発生の可能性の高い優良な有
形資産をどれほど保有しているかが重要である
とされてきたが，近年は競合他企業からコピー
や模倣されることのない，あるいは購入するこ
との困難な技術，ノウハウ，特許，ブランド等，
つまり無形資産を戦略的に開示することが，企
業にとっての価値創造にとって極めて重要な誘
因を形成するようになっている。
9．2004年，わが経済産業省は知財経営にかか
る企業と市場の対話が促進されることを狙いと
して「知的財産開示指針」を公表し，以下に示
す10の情報を開示するよう推奨している。
　すなわち，①中核技術と事業モデル，②研究
開発セグメントと事業戦略の方向性，③研究開
発セグメントと知的財産の概略，④技術の市場
性，市場優位性の分析，⑤研究開発・知的財産
組織図，研究開発協力・連携，⑥知的財産の取
得・管理，営業秘密管理，技術流出防止に関す
る方針（指針の実施も含む），⑦ライセンス関
連活動の事業への貢献，⑧特許群の事業への貢
献，⑨知的財産ポートフォリオに対する方針，
⑩リスク対応情報である。
　さらに上記の開示にあたっては，知的財産報
告書を作成することが望ましいとして，2005
年6月「知的資産経営報告書」に関する中間報
告案を開示している。同報告書では，特許など
の知的財産ばかりではなく，貸借対照表にはあ
らわれない競争力の源泉全体を知的財産と呼
び，定性情報と定量情報を組合せ，そうした情
報を開示することが重要であることを指摘して
いる。
　以上の知的財産報告書の開示によって各企業
にどのようなメリットが考えられるであろう
か。かかる報告書の開示が実際の株式市場にお
いて高い評価に結びついて行くのか。未だ必ず
しも全体像は明らかではないが，少なくとも開
示企業にとっては当企業が知的財産に関して重
視しているとしてステークホールダーからの理
解を得ることができ，知的財産重視の方針を持
続的に向上していくことが中長期にわたる企業
価値に結びつくこととなって，将来は企業価値
創出のために役立つものとして大いに期待でき
るであろう。
Ⅳ．おわりに
1．いま企業経営の中核は企業価値の創出にあ
り，各企業は自身の企業価値創出に全力を注い
でいる。企業価値創出を目指す社会とは，一般
に知識社会といわれる。この社会では，知識に
基づく経済の革新がかつてない規模で起きてい
る。その背景には熾烈な競争がある。企業内で
は技術が猛烈な勢いで変化する。金融・財務も
目もくらむようなペースで変化している。企業
会計も必死に追いつこうとしている。企業価値
を創出する資源である「企業資産の構成」は，
従前の有形資産から無形資産へとその重点を移
行しようとしている。かつて企業資産の大半を
占めていた有形資産は，有限な資源から構成さ
れていた。しかし，新しい社会において構成さ
れる無形資産は，無尽蔵な知識という資源から
もたらされる。たとえば有限な資源である石油
は使えば減ってゆく，これに対して無限の知識
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は使うほど新たな知識を生みだす。しかし，知
識のすべての部分には賞味期限がある。ある時
点で知識は古くなり，死知識とでも呼べるもの
になる。
2．FASBは資産というものについて，これを
次のように述べる。「単独または他の資産と
結びついて，直接または間接的に将来の正味
キャッシュインフローに貢献する能力を備えた
発生の可能性の高い将来便益である」（SFAC 6, 
par. 26）。すなわち，ある項目が資産として認
識されるか否かのハードルは将来便益の発生可
能性の高低にある。そして，価値創造の源泉が
有形資産から無形資産へとその重点が移行して
いるという事実は，無形資産情報が投資者の意
思決定に必要かつ大いに有用であることを示唆
している。
3．いま，われわれの経済では，資産は人が想
像する以上に，有形の部分が少なくなっている。
世の中の変化は加速し，製品サイクルは短くな
り，技術の陳腐化は速くなり，市場の変化は激
しい。いまや企業の生死は技術革新にかかって
おり，そのため企業の保有する無形資産が猛烈
な勢いで増加している。そして，この加速は，
企業会計の世界に，急成長する経済の要求と古
い社会制度の構造の間に生ずる悩ましいズレを
もたらすことになる。
　一方，無形資産の特性は，①同時・多重利用
が可能なこと，②不確実性（リスク）が高いこ
と，③市場性が低いこと，にあるとされる。し
たがって無形資産が生み出す成果を，企業会計
上，現実制度のなかで裏付けることが困難にな
る可能性が高い。
4．しかしながら取得無形資産は，それが第三
者との取引を通じて客観的に資産の金額が評価
され，その時点で企業にもたらされる将来発生
する可能性の高い便益を，評価価額に織り込ま
れるとみなすことは可能であろう。したがっ
て，このことから取得無形資産に対する測定・
評価の問題を克服できるとみることができる。
一方，自己創設無形資産は，それが市場や第三
者との取引が存しないために，将来の経済的便
益獲得の可能性を客観的に裏付ける事実の抽出
は困難である。これが自己創設無形資産のオン
バランス化の壁となっている。このため自己創
設無形資産をオンバランス化する上での鍵とな
るのは，各企業内で行われている無形資産に対
する投資がどのような要件を充たすことによっ
て，将来の経済的便益に結びつくかを検証可能
な状態にできるかどうかということにある。そ
のために，われわれは自己創設無形資産に対す
る投資とその最終成果とを結びつける中間的な
価値決定因子を特定する研究を一層進めて行か
なければならないと考える。
（了）
